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要旨：7 号砕石および細骨材を用いた透水性舗装用ポーラスコンクリートを対象とした配合

設計法の確立を目的として，配合条件がポーラスコンクリートの締固め性および曲げ強度に

及ぼす影響について実験的検討を行った。その結果，水結合材比を小さく，ペースト細骨材

空隙比および単位粗骨材かさ容積を大きくすると高い曲げ強度が得られることを明らかに

した。また，フルコンパクション状態における空隙率は，ペースト細骨材空隙比およびモル

タル粗骨材空隙比の関係式で近似できることを示し，曲げ強度が確保できるペースト細骨材

空隙比および目標空隙率を用いて，単位粗骨材かさ容積を決定する配合設計法を提案した。 
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1. はじめに 

 環境負荷低減を目的とするエコマテリアルの

一つであるポーラスコンクリート（以下，POC）

は，多種多様な用途に適用され，研究が盛んに

行われている 1)。しかしながら，現状では POC

の配合設計・製造方法およびフレッシュ時の管

理方法は，各研究者が独自の方法で行っており，

それらの技術は確立されるには至っていない。

委員会報告 1)による POCの配合計算の手順とし

て，粗骨材量の設定方法は，粗骨材の実積率に

補正係数αを乗じる方法が提案されており，一

般的なαの値として 0.95～0.98が示されている。

また，POC のフレッシュ性状を評価する方法と

しては，マーシャル法 2)，VC試験 3)および沈下

法 4)などの締固め性で評価する方法や，ペースト

やモルタルの流動性 5)，ペースト落下量 6)，ペー

スト面積占有率 7)およびモルタル付着量 8)などバ

インダーの性状で評価する方法が報告されてい

る。既往の文献では細骨材を使用しないケース

が多いが，細骨材を用いることでダレの抑制，

乾燥収縮量の低減，乾湿繰り返しに対する耐久

性の向上が明らかとなっており，委員会報告で

は可能な限り混入することが望ましいとされて

いる。 

 舗装用途では，透水性舗装用コンクリートと

しては歩道・景観系舗装から車道まで幅広く適

用されている。また，舗装用途では歩行性や走

行性を重視し，粒径が小さい 7号砕石（5mm-2.5

ｍｍ）が使用されるケースが多い。 

 本報は舗装用 POCを対象とした配合設計法の

確立を目的とし，骨材として 7 号砕石を用い，

細骨材を混入した POCの配合条件とフレッシュ

時の締固め性および曲げ強度の関係を求め，対

象とした POCの配合設計法を提案するものであ

る。 

 

2. 実験概要 

 実験はモルタル粗骨材空隙比（Km），ペース

ト細骨材空隙比（Kp）9)および水結合材比（W/P）

を変化させた際の POCのフレッシュ性状および

強度特性を確認することを目的とした。表－１

に実験水準を示す。 

2.1 使用材料 

 表－２に使用材料を示す。細骨材はコンクリ

ート用細骨材（陸砂），道路用単粒度砕石 7号（最

大骨材寸法 5mm）を本論文では粗骨材として扱
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っている。 

2.2 ポーラスコンクリートの配合 

 実験時の配合条件は単位粗骨材かさ容積を

1m3/m3，混和材添加率を結合材量（P=C+Ad）×

3%に固定した。表－３および４に実験を行った

配合の一部として，Kｍまたは W/P を変化させ

た POCの配合を示す。設計空隙率 Vmは，単位

粗骨材かさ容積が 1m3/m3であることから，式(1)

に示すように粗骨材の実積率GgとKmにより求

まる理論空隙率である。 

 

   Vm              (1) ( )( KmGg −−= 11 )

た。空隙指標値 Vt

式(2)を用いて算出した。 

 

 

ここに，Vm：設計空隙率 

     Gg：粗骨材の実積率 

     Km：モルタル粗骨材空隙比 

 

2.3 ポーラスコンクリートの練混ぜ方法 

 POC の練混ぜは二軸強制練りミキサを用い，

粗骨材および細骨材，セメントおよび混和材を

ミキサに投入し 15秒間空練りを行った後，水を

投入して 5分間練り混ぜた。 

2.4 フレッシュ時の締固め性評価試験 

フレッシュ時の締固め性を評価する試験方法

として，図－１に示す沈下法による空隙率（空

隙指標値）4)の測定を行った。振動テーブルは振

動数 3000vpm，起振力 823Nのものを用いた。試

験方法はφ10×20cm鋼製型枠に計量した 2.60kg

の試料を投入し，4kgの錘を載せて振動をかけた

後の試料高さを測定する。空隙指標値は同等な

振動エネルギーを与えた際の POCの残存空隙率

を示し，所要振動時間は，ほぼフルコンパクシ

ョン状態となる 120秒間とし

は
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表－４
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図－１ 空隙指標値測定方法（沈下法） 40

-1428-
表－１ 実験水準

ペースト細骨材 
空隙 p) 

モルタル粗骨材

 

比(K 空隙比(Km) 
1.0 0.75 ~ 1.13 
2.0 0.62 ~ 0.96 
5.0 0.51 ~ 0.96 
7.5 0.4 85 5 ~ 0.
8  

2.0 0 ，5.

 使用材料 

特性および品質 
ポルトランドセメント 
：3.16g/cm3 
系特殊混和材

：2
水 

06％ 
1 

密度：2.59g/cm3，吸水率 1.
率：66.9％，粗粒率：2.5
容積質量：1715kg/m3 
度砕石 S-5，吸水率 1.04％ 
率：57.2%，表乾密度：
容積質量：1489kg/m3 
合例 1 7.5，W/P=25%）

位 量 ( g/mVm
(%) W C d S 

23.5 66 258 8 106

19.3 81 315 10 129

15.0 96 372 12 153

10.7 111 430 13 176

6.4 126 487 15 200
合例 2 5.0，Km=0.73）

位 量 ( g/m
)

Vm

W C Ad 

97 378 12 

108 348 11 

.0 0.65 

5.0 
0.73 

表－２

 
.16g/cm3 

2.63g/cm3

（Kp=  

単 質 k 3) 

A G 

1504

（Kp=  

単 質 k 3) 
(%) S G 
123 299 9 



   
TV

W
×

−= 1Vt                      (2) 

 

ここに，Vt：空隙指標値 

     W：試料の質量（2600g） 

     V：試料の体積（cm3） 

     T：空気が全くないものとして計算し

た POCの単位体積質量（t/m3） 

 

2.5 強度試験 

(1) 試験体の作製方法 

 試験体の目標空隙率は 25%，20%とした。試

験体は目標空隙率となるように試料を量りとり，

JCI-SPO1-1（ポーラスコンクリートの供試体の作

り方（案））10)に準じて行った。試験体寸法は 10

×10×40cmとした。 

(2) 試験体の空隙率測定方法 

 硬化後の POC試験体の全空隙率（試験体空隙

率）は，JCI-SPO2-1（ポーラスコンクリートの空

隙率試験方法（案））10)の質量法に準じて行った。

ただし，粗骨材粒径が小さいことから，空隙径

が小さく，試験体内の水が抜け切らなかったた

め，試験体の気中質量は試験体作製時の計量値

を用いた。 

(3) 曲げ強度試験 

 曲げ強度試験は JIS A 1106に準じて行った。試

験体は材齢 2 日で脱型した後，20℃水中で試験

に供するまで養生した。試験材齢は 7日，28日

とした。 

 

3. 結果と考察 

3.1 フレッシュ時の締固め性 

(1) Kmおよび Kpの影響 

図―２に W/P=25％とした POCの空

隙指標値 Vtと Kmの関係を示す。ここ

で，理論上の Km=0は粗骨材単体を示

し，空隙指標値は粗骨材が形成する空

隙，すなわち（1-粗骨材の実積率）と

なる。よって, Kmと空隙指標値の関係

は図―２に示すような線形関係である

と

回
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図－２ 空隙指標値と Kmの関係 

表－５ 一次回帰分析結果 

Kp 1.0 2.0 5.0 7.5 

傾きα1 0.184 0.248 0.324 0.352
2
R  0.6165 0.9814 0.9902 0.9935

考え，一次回帰分析を行い，式(3)に示す一次

帰式を求めた。 

  Vt ( GgKm − )+×−= 11α            (3) 

ここに，Gg：粗骨材の実積率（=0.572） 

表－５に一次回帰分析による求められたα1

よび相関係数 R2を示す。Kp が小さいほどα1

小さくなることから，細骨材量が多くなると

固め性は低下する。図―３に示すように空隙

標値は設計空隙率と同等となることが理想で

るが，実際には図―４に示すように Km を大

くするほど粗骨材粒子間に細骨材等が介在し

すくなり，フルコンパクション状態でも粗骨

単体の物理試験の状態よりも見掛けのかさ容

モルタル

空隙

直径Rd

粗骨材

（注）粗骨材
かさ容積
＝全体積

モルタル

空隙

直径Rd

粗骨材

（注）粗骨材
かさ容積
＝全体積

  

高さRh

Rd ΔRd直径Rd

ΔRh

高さRh

Rd ΔRd直径Rd

ΔRh

理想状態            図－４ 実際の状態 



積が大きくなるため，空隙指標値の方が大きく

なったと考えられる。また，空隙指標値は，Kp

を小さくするほど設計空隙率と乖離する傾向を

示した。図―５にα1と Kp の関係を示す。ここ

で，Kpが無限大，すなわち細骨材が無混合の条

件では理想状態となると仮定すると，単位粗骨

材かさ容積は 1.0m3/m3となることから，α1は（1-

粗骨材の実積率）に近似することとなる。よっ

て，α1と Kpの関係式は漸近線α1=1-Ggである

式(4)に示す分数関数として回帰分析を行った。

この結果，α2=-34.00，β2=6.799，R2=0.9930 と

なる相関性の高い関係式が得られた。ここで，

式(4)を式(3)に代入した式(5)より，骨材物性値で

ある粗骨材の実積率，配合条件である Km およ

び Kp を用いて空隙指標値を推定できる式が得

られた。 
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ここに，Vc：配合から求める空隙率 

     α2，β2：実験定数 

 

図―６に，式(5)より求めた空隙率 Vcと実験か

ら得られた空隙指標値の関係を示す。Vcは空隙

指標値を±1.5%の範囲で精度良く推測できるこ

とが確認されたことから，式(5)は空隙指標値，

すなわちフルコンパクション状態となる空隙率

の推定式として妥当であると考えられる。 

(2)単位粗骨材かさ容積の影響 

初期の単位粗骨材かさ容積は理想状態である

1m3/m3 とした。しかし，図―４に示すように実

際の単位粗骨材かさ容積は理想状態とはなって

おらず，この状態における単位粗骨材かさ容積

は式(6)で求めることができる。ここで，式(6)の

空隙率 Vに式(5)を代入することにより Kmおよ

び Kp から単位粗骨材かさ容積を求めることが

できる。 

 

( )( )GgKm
VRg

−−−
−

=
111

1
          (6) 

 

ここに，Rg：単位粗骨材かさ容積 

 

図―７にKmおよびKpより求めた単位粗骨材

かさ容積を示す。単位粗骨材かさ容積は Km が

0.5～1.0の範囲内では，Kp=7.5で Rg=0.93～0.95，

Kp=5で Rg=0.90～0.93，Kp=2で Rg=0.81～0.88，
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図－５ α1と Kpの関係 

 
図－６ 配合から求めた空隙率 

 

図－７ Vtから求めた単位粗骨材かさ容積 
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Kp=1で Rg=0.76～0.85であった。Rgは，Kpが

大きくなると変動が小さくなり，式(5)を求めた

仮定より Kpを無限大とすると 1.0に近似する。 

(3) 水結合材比の影響 

 図―８に空隙指標値Vtと水結合材比W/Pの関

係を示す。W/P が 25％～40％の範囲では，空隙

指標値の変動は小さく，ほぼ同等な結果であっ

た。この結果は本報告における最小W/Pは 25%

としており，このときのペーストの 0 打フロー

値（JIS R 5201参考）が 319mmと非常に流動性

が高いものであり，ペーストが POCの締固め性

に及ぼす影響が小さかったためと考えられる。 

3.2 強度特性 

 図―９に W/P=25％および目標空隙率 25％と

した POCの材齢 7日の曲げ強度試験結果を示す。

図中に空隙指標値Vtが 25%となる水準の曲げ強

度を各 Kp ごとに近傍の結果より直線回帰して

求めた結果を示す。Kp が 2.0～7.5 の範囲では，

空隙指標値が同等と

なる配合条件におけ

る曲げ強度は Kp が

大きいほど漸増し，

Kp=1.0 は著しく低

い結果であった。曲

げ強度が漸増した理

由は， Kp が大きい

ほどモルタル強度が

大きくなると考えら

れること，単位粗骨

材かさ容積が大きく

なり粗骨材間隔が小

さくなったことなど

が考えられる。 

図―１０に結合材

水比と材齢 7 日の曲

げ強度試験結果を示

す。図中の「2.0-V25」

は Kp=2.0，試験体空

隙率 25％を示し，目

標空隙率は各配合の

空隙指標値とほぼ同等とした。POC の曲げ強度

は P/Wとほぼ線形関係にあり，Kpが大きく，空

隙率が小さいほど傾きが大きく，ペースト強度

の影響を受けやすい。よって，曲げ強度を確保

するためには，できるだけW/Pを小さくし，Kp

および単位粗骨材かさ容積を大きくするとよい。 

図―１１に材齢 7日と材齢 28日の曲げ強度の

関係を示す。材齢 7日から材齢 28日までの曲げ

強度の伸び率は約 15％であり，配合の違いが強

度の伸び率に及ぼす影響は小さく，材齢 7 日の

強度で検討された結果が材齢 28日の強度に反映

されるものと考えられる。 

 

4. 配合設計法の提案 

ポーラスコンクリートの条件として，設計空

隙率 V および目標曲げ強度を設定する。強度を

確保するために，できるだけW/Pは小さく，Kp

は大きく設定するが，細骨材量は耐久性に影響
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図－８ 空隙指標値とW/Pの関係   図－９ 材齢 7日の曲げ強度 

 

図－１０ W/Pと曲げ強度の関係    図－１１ 曲げ強度の伸び 
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を及ぼすことが報告されており 1)，Kp を設定す

る際には，これに留意する必要がある。次に，

式(5)より逆算により導いた式(7)より Kmを求め，

式(6)に代入することにより得られる式(8)を用い

て，設計空隙率，粗骨材の実積率および Kpより

単位粗骨材かさ容積を求める。Km は式(7)もし

くは単位粗骨材かさ容積と空隙率により求まる。 
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 ポーラスコンクリートは数値で評価し難い高

さ方向の空隙分布や空隙閉塞などの目視評価も

重要な評価項目であり，試し練りによる配合補

正が必要である。配合補正は，モルタルの流動

性を調整する場合はW/Pや Kpを変えればよく，

Kp を変えた場合には式(8)により単位粗骨材か

さ容積も補正する。また，空隙率を微調整する

場合には Kmで調整すればよく，図―２より Kp

が 5以上であれば空隙率 1%の増減に対し Kmは

0.03を減増，Kpが 5未満では 0.04～0.06減増す

ればよいものと考えられる。 

 

5. まとめ 

ポーラスコンクリートの配合設計において重

要な目標値は空隙率と強度であり,透水性能や騒

音低減効果などの付加性能は空隙率で代替評価

されることが多い。配合条件が空隙率と強度に

及ぼす影響について，実験的検討を行い，以下

のことが明らかとなった。 

(1) フルコンパクション状態における空隙率は，

粗骨材の実積率，モルタル粗骨材空隙比およ

びペースト細骨材空隙比を用いた関係式に

より求めることができる。 

(2) ポーラスコンクリートの曲げ強度を確保す

るためには，できるだけ水結合材比を小さく，

ペースト細骨材空隙比や単位粗骨材かさ容

積は大きくするのがよい。 

(3) 目標空隙率や強度を得るために設定した水

結合材比およびペースト細骨材空隙比より，

単位粗骨材かさ容積を求めるポーラスコン

クリートの配合設計法を提案した。  
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